
産　　　業　　　構　　　造
１．決算収支の状況 （千円）
２．健全化判断比率 （％） ３．有形固定資産減価償却率(％)４．決算分析指数等（令和元年度） （千円･%） ７．市町村税の状況（令和元年度）（千円･%）32.39.951.1-2.40.1-4.2-５．人件費の状況（令和２年４月１日現在） -100.0--#### -0 - ％99.527.896.7６．公営事業の状況（令和元年度） 人-

0##0

人　　　  口 人口集中地区人口 面　 積(R1.10.1現在) 人口密度国勢調査 22年 20,118人 -住民登録 R2.1.1 21,304人 近畿圏都市開発区域 11,468年　度 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率標 準 財 政 規 模 5,744,272 実 質 収 支 比 率 3.5

市町名 愛荘町 市町コード 254258 市町類型 Ⅴ-1 区　　分 第 １ 次 第 ２ 次 第 ３ 次27年 20,778人 - 37.97k㎡ 547人 就業人口 22年国調 290人 4,161人 4,921人増加率 3.3％ 特　定　地　域　等　の　状　況 2.9% 41.6% 49.2%4,536人 5,378人H31.1.1 21,349人 3.2% 43.6% 51.6%27年国調 332人令和元年度 9,109,934 8,777,905 332,029 132,649年  度 歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 翌年度へ繰越す べ き 財 源 199,380 ▲174,933 1,979 - - ▲172,954単年度収支 積 立 金 繰上償還金 積　立　金取  崩  額 実質単年度収　　　支実質収支平成29年度 10,665,581 10,224,361 441,220 78,375平成30年度 10,078,020 9,651,509 426,511 52,198 362,845 ▲147,795 1,697 - - ▲146,0981,831 - - 13,299374,313 ▲34,705 450,000 - - 415,295将来負担比率平成28年度 10,426,510 9,894,235 532,275 21,635 510,640 時点 一般会計等財務書類H29．H30．R1単年度 ３カ年平均 -平成30年度 - - 6.0 15.5 H31.3.31 59.3令和元年度 - - 6.3 6.4 3.4 5.3 3.7 R2.3.31税　　目 収入済額うち臨時財政対策債発行可能額 264,236 経 常 収 支 比 率 94.2 構成比 増減率 基準税額 ×10075 標 準 税 率超 過 収 入済 額1,021,402 3.4 1,005,610 -基 準 財 政 需 要 額 4,603,218 法人分基 準 財 政 収 入 額 2,837,508 減収補塡債特例分・臨財債を経常 一 般 財源 から 除い た率 98.6 市町村民  税 個人分 311,416 ▲14.8 309,875 43,374財政力指数 H29.H30.R13カ年平均 0.609積立 財政調整基金 2,178,602 交付金 - - -固定資産  税 純固定資産税 1,616,315 2.9 1,587,159 ---在高 その他特定目的基金 2,659,152 地方債現在高比率 201.1 鉱 産 税 - - - -金現 減 債 基 金 14,576 積立金現在高比率 84.5 76,362 3.2 76,148土地開発基金現在高 486,907 た ば こ 税 133,845 1.7 132,551 -地 方 債 現 在 高 11,551,371 債務負担行為額 5,226,025 特　別土　地保有税 保有分 - - - -取得分 - - - -法定外普通税 - - - -43,374区　分 改定実施年月日 報酬月額 区　分 職員数 令和2年4月分給料総額 １人当り平　　均給料月額 平均年令特  別  職  等 一　　般　　職　　員　　等 法定普通税計 3,160,979 1.0 3,112,243-市町長 24.10.1 千円 一般職員 人 千円 千円 歳 事業所税目的税 入湯税 - - -- - - -625 教育公務員 20 5,430740 147 43,130 293 38.6 -旧法による税 - - - --消防職員 - - - -272 34.4 都　市計画税 - - -副市町長 24.10.1議　長 28.4.1 330 臨時職員 - - -- -教育長 24.10.1 595 技能労務職員 - - - 徴収率 市町村民税 現年分 ％ 固定資産税 3,112,243 43,374合　　　　計 3,160,979 100.0 1.0現年分 ％ 合計 現年分99.5 99.5 滞繰分計副議長 28.4.1 260 合　計 167 48,560議　員 28.4.1 240 291 38.1 滞繰分 33.9 滞繰分 23.9計 97.2 計 96.0 普通会計からの繰入金 職員数（事業勘定） （直診勘定） （保険事業勘定）歳 入 千円 歳 入 千円 歳 入国民健康保険事業会計 国民健康保険事業会計 後期高齢者医療事業会計 介護保険事業会計 事業名 収支額1,840,506 - 185,854 1,481,606 - -千円 歳 　　　入 千円 上水道 千円 千円 -繰 入 金 142,525 繰 入 金 - 繰 入 金 42,220 繰　 入 　金 226,652千円 うち普通会計からの 千円 病 院 - -うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 千円 うち普通会計からの 歳　　　　出 千円 ガ ス - - -1,461,671歳 出 千円 歳 出 千円 歳 出 千円1,817,221 - 185,022 -保 険 給 付 費 1,227,084 医 業 費 - 広域連合納付金 177,877 保険給付費 1,321,206千円 うち 千円 介護施設（法適） - -うち 千円 うち 千円 うち 収 　　 　支 千円 簡易水道 - - -19,935収 支 千円 うち 千円 職 　員 　数 人23,285 施 設 整 備 費 - 1職 　員 　数 人 公　　共下 水 道 78,773 459,134 38加入世帯数 世帯 収 支 千円 被保険者数 人2,283 - 2,395 集落排水 - - -被保険者数 人 職 員 数 人3,750 - 宅地造成 - - -１ 世 帯 当 り保 険 税 等 調 定 額 円199,522 観光その他 - - -被保険者１人当り保 険 税 等 調 定 額 円121,469職 員 数 人4被 保 険 者 １ 人当 り 費 用 円484,592

軽自動車税 ～Ｒ1.9.30環境性能割 1,639 皆増 900 -

介護施設（非適） - - -市 場 - - -駐車場 - - -



８.財政構造の状況 増減率 増減率(B)-(A)(A) (B) (A)3,129,521 31.1 3.8 3,160,979 34.7 1.0 3,160,97976,261 0.8 1.6 76,938 0.8 0.9 76,938- - - 1,420 0.0 皆増 1,4204,891 0.0 4.4 2,639 0.0 ▲46.0 2,6399,643 0.1 ▲15.3 11,682 0.1 21.1 11,6828,948 0.1 ▲35.2 8,024 0.1 ▲10.3 8,024380,829 3.8 10.8 358,368 3.9 ▲5.9 358,368- - - - - - -- - - - - - -30,858 0.3 10.9 17,498 0.2 ▲43.3 17,498- - - 4,414 0.0 皆増 4,41423,576 0.2 ▲1.4 85,078 0.9 260.9 85,078- - - 56,835 0.6 皆増 56,8352,305,902 22.9 2.0 2,164,836 23.8 ▲6.1 2,164,8361,677 0.0 ▲7.2 1,603 0.0 ▲4.4 1,6035,972,106 59.3 3.4 5,892,059 64.7 ▲1.3 5,892,059118,843 1.2 ▲2.6 97,465 1.1 ▲18.0 -89,344 0.9 ▲4.4 67,392 0.7 ▲24.6 3,111924,718 9.2 ▲14.0 899,188 9.9 ▲2.8 1,329- - - - - - -618,901 6.1 4.2 771,766 8.5 24.7 32210,849 0.1 ▲34.0 14,814 0.2 36.5 7,69449,603 0.5 ▲35.2 64,804 0.7 30.6 3,345181,600 1.8 ▲60.3 104,300 1.1 ▲42.6 -441,220 4.4 ▲17.1 426,511 4.7 ▲3.3 426,511276,539 2.7 3.6 260,799 2.9 ▲5.7 18,3241,394,297 13.8 ▲15.7 510,836 5.6 ▲63.4 264,236- - - - - - -358,697 3.6 4.6 264,236 2.9 ▲26.3 264,236(ｱ) 10,078,020 100.0 ▲5.5 9,109,934 100.0 ▲9.6 6,616,931 (ｷ)(ｲ) 1,283,780 13.3 ▲0.6 1,241,810 14.1 ▲3.3 1,110,566 16.81,687,228 17.5 2.0 1,729,853 19.7 2.5 494,001 7.5817,638 8.5 ▲7.0 816,077 9.3 ▲0.2 814,945 12.3817,638 8.5 ▲7.0 816,077 9.3 ▲0.2 814,945 12.3- - - - - - - -3,788,646 39.3 ▲1.0 3,787,740 43.2 0.0 2,419,512 36.6 (ｸ)1,913,185 19.8 0.4 1,932,997 22.0 1.0 1,609,768 24.332,228 0.3 74.5 35,801 0.4 11.1 23,450 0.41,068,263 11.1 6.1 1,471,555 16.8 37.8 1,332,174 20.1616,938 6.4 5.3 657,672 7.5 6.6 656,310 9.93,013,676 31.2 2.8 3,440,353 39.2 14.2 2,965,392 44.8 (ｹ)1,142,756 11.8 3.5 586,273 6.7 ▲48.7 484,324 7.3 (ｺ)826 0.0 ▲19.6 71,104 0.8 8,508.2 69,912 1.1 (ｻ)(ｼ)8,174,220 84.7 ▲0.5 7,963,896 90.7 ▲2.6 5,945,062 89.81,454,472 15.1 ▲27.5 814,009 9.3 ▲44.0 339,840 5.1232,349 2.4 ▲49.1 303,940 3.5 30.8 15,984 0.21,209,902 12.5 ▲21.2 394,199 4.5 ▲67.4 221,786 3.412,221 0.1 ▲10.8 22,686 0.3 85.6 8,886 0.1- - - 93,184 1.1 皆増 93,184 1.4- - - - - - - -22,817 0.2 818.6 - - 皆減 - -- - - - - - - -1,477,289 15.3 ▲26.4 814,009 9.3 ▲44.9 339,840 5.1 (ｴ)9,651,509 100.0 ▲5.6 8,777,905 100.0 ▲9.1 6,284,902 95.0 25.241.7

経常一般財源充当率対前年度市 町 村 税 3,160,979地 方 譲 与 税
Ⅴ-1 愛荘町(千円･%)区　　  分 平 成 30 年 度 令　　和　　元　　年　　度決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 76,938利 子 割 交 付 金 2,639配 当 割 交 付 金 11,682株式等譲渡所得割交付金 8,024

一般 財源 充当率 う ち 経 常一 般 財 源
自動車取得税交付金 17,498地方特例交付金等 85,078地 方 交 付 税 1,851,797
地方消費税交付金 358,368ゴルフ場利用税交付金 -特別地方消費税交付金 -環 境 性 能 割 交 付 金 4,414うち子ども・子育て支援臨 時 交 付 金 56,835

う ち 森 林 環 境 譲 与 税 1,420

使 用 料 ･ 手 数 料 3,111国 庫 支 出 金 -国 有 提 供 交 付 金 -交通安全対策交付金 1,603小　　　　　計 5,579,020分 担 金 ･ 負 担 金 -
繰 入 金 -繰 越 金 -諸 収 入 446県 支 出 金 -財 産 収 入 -寄 附 金 -

歳入合計 5,582,577人 件 費 1,110,465 19.9扶 助 費 493,418 8.8地 方 債 -うち減収補塡債特例分 -うち臨時財政対策債 -公 債 費 814,945 14.6内訳 元 利 償 還 金 814,945 14.6一 時 借 入 利 子 - -維 持 補 修 費 23,450 0.4補 助 費 等 1,161,151 20.8（小　　　計） 2,418,828 43.3物 件 費 1,421,430 25.5繰 出 金 481,694 8.6投資･出資･貸付金 - -う ち 一 部 事 務 組 合に 対 す る も の 613,681 11.0（小　　　計） 2,606,031 46.7▲65.7 5,922 0.1 経常一般財源充当額(ｸ)+(ｹ)+(ｺ)+(ｻ)前年度繰上充用金 - - - -積 立 金 228,316 2.4 ▲35.7 78,426 0.9- - - - 5,506,553計 (ｳ) 経常余剰額 (ｷ)-(ｼ)普通建設 6,969同級団体負担金 うち補助 -受 託 事 業 うち単独 6,969投資的経費
普 通 建 設 76,024内　　　訳 補 助 経常収支比率 94.2%単 独 事 業 費 支 弁 に 係 る職 員 の 人 件 費国直轄・県営事業負担金

1,248,779計 (ｵ) 計 6,969歳出 合計 ( ｳ )+( ｵ )( ｶ ) 普 通 建 設 事 業 費 の財 源 充 当 比 率 (%)災 害 復 旧 災害復旧 -失 業 対 策 失業対策 -30.3歳入歳出差引額（ｱ）-（ｶ） 426,511 ▲3.3 332,029 ▲22.2 332,02914.2 ▲3.2 1,117,535 16.9 国･県支出金地   方   債5.0 税        等うち人件費 (ｲ) + (ｴ) 1,290,505 13.4 ▲0.6


